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「提言」の補強 

                                     平成 25 年 10月 4日   

                              

                                全国仮設安全事業協同組合 

                                        理事長 小野 辰雄 

 

 

目的－労働災害撲滅道程の帰結 

墜落・転落災害等労働災害の撲滅のために為すべきことは、ハード・ソ

フト両面の防止措置を講じることであり、そのためには安全経費及び

労災保険料を別枠計上し、確実に行き渡るよう実施することに帰結す

る。 

 

 

【「国家の社会問題」として解決すべき背景】 

・ 建設業における死亡災害は著しい。建設業就業者数 10 万人当たりの死亡災

害は、建設業を除く全産業就業者数 10 万人当たりの死亡災害の 10 倍。 

・ 墜落・転落による死亡災害は建設死亡災害の 40％を占め、年間 200 人以上と

なっている。 

 

【第 12 次労働災害防止計画（平成 25 年 2月 25 日）】 

・ 第 12 次労働災害防止計画（以下、「12 次防」という。）は、労働者の安全に

係わる問題は「全国民的課題」と位置づけ、究極の目標である「労働災害を

ゼロにすること」の実現に向け、「建設業では「墜落・転落災害」に着目し

た対策を講じる」としている。 

・ 具体的には「足場からの墜落・転落災害防止対策の推進に加え、・・・・屋

根等からの墜落・転落災害を防止するための機材・手法を開発し、普及させ

る」としている。（しかし、この「機材・手法」については既に JIS で多く

が定められている。）また、12 次防でも、JIS を引用し、迅速な対応を図る

必要があるとしている。 
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・ 12 次防は私達の「提言」そのものであり、「足場からの墜落・転落災害防止

対策」における手すり先行工法等の「より安全な措置」が迅速に法制化され、

かつ、「墜落・転落災害」は足場からのみならず、全般が対象とされなけれ

ばならない。 

 

【提言 1「墜落災害ゼロを目指す 3つの絶対的対策の制度化」の補足】 

・ 「手すり先行工法」→あくまでも、枠組足場、くさび緊結式足場等の「自立 

型組立足場」のみに適用。ランダムに使用する単管足

場、屋根や法の斜面、はしご・脚立・作業台・うま足

場等、また、つり足場・張出し足場等及び高所作業車・

ゴンドラ等の機械式足場については適用外。 

・ 「第三者による点検」→「第三者」とは、国土交通省の重点対策にあるとお 

り、「足場の組立て作業を行った者以外の者」をい

う。 

また、12 次防は外部専門機関の活用を提言している。 

・ 「建築基準法」→国土交通省は、同法第 1条（目的）及び第 90 条（工事現 

場の危害の防止）に基づき、墜落災害の起因となっている

最も重要な工事用の工作物である足場や支保工の倒壊等に

ついても防止措置を政令で規定すべき。 

・ 「JIS」→国土交通省は、既に、JIS A8972（斜面・法面工事用仮設設備）は 

土木工事共通仕様書に、JIS A8971（屋根工事用足場及び施工方法）

は公共住宅建設工事共通仕様書及び建築工事安全施工技術指針に

入れている。民間工事もこれに見習い、安衛則に規定すべき。 

 

【提言 2「安全経費と労災保険料の別枠計上等」の補足】 

・ 「安全経費」→12 次防は「安全のためのコストは必要不可欠」と位置づける 

とともに、関係請負人にその経費が確実に渡るよう発注者に

要請している。 

また、安全経費については建災防が厚生労働者から調査を受

託し、その内容が報告されている。 

・ 「一人親方問題の解決」→一人親方の 54 万人は労災に加入できず、苦しん 

でいる。別枠計上により一人親方は労働者とみな

され、救済されることになり、一人親方問題は解

決される。 

・ 「建設業法」→国土交通省は、同法第 19 条の 3（不当に低い請負代金の禁 

止）に基づき、低価格受注の放置による労働災害の惹起を防   
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止するとともに、請負人を保護することとしている。 

【提言 3「民間人を活用した監視員制度の導入」の補足】 

・ 参考になる事例として、道路交通法による放置車両確認事務を行う「駐車監

視員制度」がある。 

 

【「その他の重要課題」の①安衛則第518 条第 2項は「技術的に困難」な場合に限定

すべき、の補足】 

・ 「技術的に困難」な場合→橋梁等の裏面の点検、ビルのガラス清掃、屋根の     

       軽微な補修といったロープワークによる「点的・

線的な軽作業」に限定すべき。その場合、防護柵

や安全ネット等の墜落防止措置を講ずべき。 

 

【「その他の重要課題」の②高さ規制の補足】 

・ 「高さ 2m」→2m 以上に焦点を当てているが、2m 未満も解決すべき。何故な 

ら、2m 未満の墜落死傷災害は 40％を超えている。 

そのため、はしご、脚立、作業台等の使用に当たっては、2m 未

満のものも含め、安衛則に定める使用基準を遵守させなければ

ならない。 

・ 「高さ 5m」→5m 未満の足場の組立等については足場の組立て等作業主任者 

は不要としているが、5m 未満の墜落災害は全体の 70％を占め

ていることを考えると、この規定は不合理である。 

・ 「高さ 10m」→10m 以上の足場であっても組立から解体までが 60 日未満の足 

場は届出が不要としているが、特に近年はメインテナンスの

時代に入っていることを考えると、この規定は不合理であり、

届出の対象とすべきである。 

 

【「その他の重要課題」の③一側足場の補足】 

・ 建対室の追加資料によれば、一側足場からの墜落・転落死傷災害は全体の

21.2％となっている。これは二側足場の設置が可能であるにも拘らず、安易

に安衛則の規制を逃れんがため一側足場を使用したことから発生したもの

がある。よって、躯体からのスペースが 1m 未満に限って一側足場の使用を

認めるなどの使用規定を制度化すべきである。 

・  

【アクセスの安全活動の実績】 

・ 仮設安全監理者の資格取得者：7,000 人超であり、しかも、大半は組合員以

外の建設事業者である。 
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・ 仮設安全監理者による第三者点検の実施件数：累計で 86,000 件超。改善依

頼の結果、死亡災害はゼロ。 

・ 建設の安全に関する研修会：累計で 800 回超、受講者 6 万人超。 



平成25年10月4日

提　　　　　　　　　　言  現行法制と労働災害の現状等
 第12次労働災害防止計画

（平成25年2月25日）
参　　考　　事　　項

国土交通省：「共通仕様書」及び建設工事事故防止重点対策等
土木関係
○　国土交通省土木工事共通仕様書(平成25年度版)
　　第3編          土木工事共通編
　　第2章　　　   一般施工
　　3-2-10-23  足場工
　受注者は、足場工の施工にあたり、「手すり先行工法等に関するガイドライン
(厚生労働省　平成21年4月)」によるものとし、足場の組立、解体、変更の作業時
及び使用時には、常時全ての作業床において二段手すり及び幅木の機能を有
するものを設置しなければならない。

○ 平成25年度における建設工事事故防止のための重点対策の実施に
   ついて（大臣官房技術調査課長）
Ⅰ 発注者が実施する対策（略）
Ⅱ関係業団体が実施する事項
１～２（略）
３．足場からの墜落事故防止重点対策
・　足場（足場の機能を有する支保工を含む。以下同じ。）の施工にあたり、「足場
からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱（厚生労働省平成24年2月）（以下
「要綱」と言う。）」及び「手すり先行工法等に関するガイドライン（厚生労働省平成
21年4月）」によるものとし、足場の組立、解体、変更の作業時及び使用時には、
常時、全ての作業床において二段手すり及び幅木の機能を有するものを設置す
ること、足場の安全確認に関する看板を設置すること、及び必要な点検を行うこと
を安全協議会等において働きかけるとともに、必要に応じその点検結果の確認
等を行う。
・　足場の組立完了時等の点検においては、要綱に示された足場等の種類別点
検チェックリストの例を活用し、当該足場の組立て作業を行った者以外の十分な
知識と経験を有する者により点検を行うことを安全協議会等に働きかける。
　十分な知識と経験を有する者とは、「足場等の安全点検の確実な実施につい
て（厚生労働省平成24年4月）」に示された以下の者が含まれることに留意された
い。
　1.足場の組立て等作業主任者であって、労働安全衛生法（以下「法」という。）
第19条の2に基づく足場の組立て等作業主任者能力向上教育を受けた者
　2.法第81条に規定する労働安全コンサルタント（試験の区分が土木又は建築
である者）や厚生労働大臣の登録を受けた者が行う研修を修了した者等法第88
条に基づく足場の設置等の届出に係る「計画作成参画者」に必要な資格を有す
る者
　3.全国仮設安全事業協同組合が行う「仮設安全監理者資格取得講習」、建設
業労働災害防止協会が行う「施工管理者等のための足場点検実務研修」を受け
た者等足場の点検に必要な専門的知識の習得のために行う教育、研修又は講
習を修了するなど、足場の安全点検について、上記1又は2に掲げる者と同等の
知識・経験を有する者
営繕関係、住宅関係についても、「仕様書」、「重点対策」の中で同様
の取扱いが示されている。

・建設業における死亡災害は全産業（建設業を除く）の約10倍
（別紙A「平成23年における就業・死亡災害発生状況」）

（別紙C　「全国仮設安全事業協同組合の安全活動実績」）
　・ 平成24年度までに、7,216人（組合員の所属者：2,546人、組
　　合員以外の建設業者の所属者：4,760人）が仮設安全監理者
　　の資格を取得している。
　・ これらの仮設安全監理者は、86,240現場の足場の点検を行
　　い、15.7％の現場に対して改善を依頼した結果、点検実施現
　　場における死亡災害はゼロである。

①「建設現場における墜落災害撲滅・安全足場設置推進議員連盟」
　（足場議連）
・ 　平成25年5月22日設立
・ 　会員数（10月2日現在）
　　衆：61名・参：27名　　合計88名

　　最高顧問　　  高村正彦
　　顧問　　　　　  大島理森、二階俊博、山東昭子
　　会長　　　　　  上杉光弘
　　副会長　　　   中曽根弘文
　　幹事長　　　   武見敬三
　　事務局長　　  櫻田義孝
　　事務局次長　 武田良太
　　（別紙B「建設現場で働く事業主及びそのご家族の皆様へ」）

②（一社）日本建設業連合会
　平成25年7月18日、技能労働者の処遇改善推進に向けて「労務賃金改善等
　推進要綱」を策定

一　墜落災害の実態とその問題点
① 建設現場の作業環境は官民格差が大である。
・ 国土交通省の直轄工事では、以下の「墜落災害ゼロを目
指す3つの絶対的対策」が義務化、あるいは重点対策化され
ており、これらの措置が遵守された現場からは1件の墜落死
亡事故も発生していない。
【墜落災害ゼロを目指す3つの絶対的対策】
① 2m以上の高所作業においては「最初から安全帯ありき」
　　ではなく、必ず足場を設置すること。

② 足場の全層に手すり先行工法による二段手すりと幅木を
　　設置すること。

③ 仮設安全監理者等の十分な知識・経験を有する第三者
　　によるチェックリストに基づく足場の安全点検を実施
　　すること。

・ 一方、民間工事では、「墜落災害ゼロを目指す3つの絶対
　的対策」が義務化されていないため、多数の墜落災害
　発生の要因となっており、官民格差が生じている。
② 墜落災害を含む災害は小規模な事業場（企業）に
集中。300人以上の事業場（企業）では死亡災害はゼ
ロである。
・ 労働者の死傷者数を事業場（企業）規模別にみると、30人
　未満が全体の約90％を占めており、一方、300人以上の元
　請大企業では死亡災害はゼロである（資料1）。
・　重層下請構造の下にある小規模な企業の労働者や一人
　親方等が災害の発生しやすい作業環境の下で働かされて
　いることが分かる。
③ 一人親方等の墜落災害は政府のどこも把握してい
ない。
・ 重層下請構造の最末端にいる一人親方等について、国と
　して墜落災害の実態を全く把握していない。
　本組合の推計では、平成23年の一人親方等の墜落死亡
　災害は68人に上る。

関連条文：安衛則第518条（作業床の設置等）第1項

関連条文：安衛則第563条関係（作業床）
   部長通達による「より安全な措置」の制度化

関連条文：安衛則第567条関係（点検）

「第三者」とは、
「足場の組立を行った者以外の十分な知識と経験を有する者」を意
味している。

（資料1「平成23年（1月～12月）建設業の事業場規模別労働災害
発生状況」）

（別紙A「平成23年における就業・死亡災害発生状況」）

表題
「国家の社会問題」としての建設現場における墜落災害撲
滅に関する制度改正について
序文
　建設職人は、一人親方等も含め、年間200人以上も墜落災
害によって死亡しています。まさしく建設現場は今なお人命
に関する究極の格差社会として取り残されており、これは足
場議連のいう「国家の社会問題」と言わざるを得ません。
　本組合は、平成12年の設立以来、建設職人の「安全」の確
保を第一に、その処遇改善の向上を目指し活動を展開して
いるところであります。
　この度、日本建設業連合会において技能労働者の処遇改
善推進要綱が発表されました。その内容は大変画期的なも
のであり、高く評価するものですが、建設技能労働者にとっ
て最も大きな関心事である作業環境の「安全確保」について
は、明示されておりません。
以下、本組合として、足場議連のいう「国家の社会問題」で
ある建設現場における労働死亡災害の40％を占める墜落災
害を撲滅するため、早急なる制度改正を求め、意見を付し、
提言を行うものであります。

〈サブタイトル〉
誰もが安心して健康に働くことができる社会を実現する

〈はじめに：第12次労働災害防止計画のP1、以下
同じ。〉
人の生命と健康はかけがえのないものであり、どのよう
な社会であっても、働くことで生命が脅かされたり、健
康が損なわれたりするようなことは、本来あってはならな
い

〈4の（3）社会、企業、労働者の安全・健康に対
する意識改革の促進：P21〉
労働者の安全や健康にかかわる問題（家族も含めれば
全国民的課題）であるにもかかわらず、・・・
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提　　　　　　　　　　言  現行法制と労働災害の現状等
 第12次労働災害防止計画

（平成25年2月25日）
参　　考　　事　　項

（資料2「建設業における足場からの墜落・転落災害の発生状況」）

（資料3「「安衛則適用の場合」と「手すり先行工法適用の場合」に
おける災害発生率の比較」）

（資料4「組立・解体時における足場の最上層からの墜落・転落災
害発生状況」）

（資料5「組立・変更後点検」と「第三者点検」の実施状況」）

二　平成21年度～23年度の「足場からの墜落防止
  　措置の効果検証・評価検討会報告書」から
　　分かった指摘点

① これまでの検討会の検証・評価の視点は
　「手すり先行工法」の絶対的効果の実態を
　直視していない。
・ 検討会は、「手すり先行工法」の絶対的効果の実態を直視
　せず、墜落災害を防止するためには「安衛則に基づく措
  置」を徹底しさえすればそれで十分と結論付けてきた。
・ しかし、
　①「建設業における足場からの墜落・転落災害の発生状
　　況」　（資料2）を経年で見ても明らかなように、「安衛則
　　に基づく 措置」にいくら力点を置いても足場からの墜落
　　災害は一向 に減少していない。
　②「「安衛則適用の場合」と「手すり先行工法適用の場合
　　」における災害発生率の比較」（資料3）で明らかなよう
　　に、例えば平成23年度を例にとって、「手すり先行工法
　　」を適用した場合と「安衛則」を適用した場合とで災害発
　　生率を比較してみたとき、前者は後者の58分の1となる
　　ことが分かる。また、全ての現場に手すり先行工法を適
　　用したと仮定した場合、平成23年度の足場からの墜落
　　労働災害件数は422人から11人に激減し、38分の
　　1になることが分かる。如何に「手すり先行工法」の効果
　　が絶対的であるかは歴然としている。なお、「手すり先行
　　工法」のうち、「手すり据置き方式」と「手すり先行専用方
　　式」は、結果として安衛則に定める通常作業時の措置を
　　も満たすこととなるため、組立・解体時のみならず通常作
　　業時における墜落災害防止にも効果が高いことは歴然
　　としている。
　③「組立・解体時において足場の最上層からの墜落・転
　　落災害発生状況」（資料4）で明らかなように、墜落防
　止措置 を全く実施していない事案が全体の
　約80％であり、組立・解体時における現行
　安衛則では対応できないことが分かる。
　これは、安全帯を取り付ける部位がないからである。
　　一方、「手すり先行工法」を実施すれば問題は一挙
　　に解決する。
　④「「組立・変更後点検」と「第三者点検」の実施状況」
　 （資料5）で明らかなように、組立・変更後点検の実施率
　　が 80％超といいながら第三者点検が1％前後であるこ
　　とから、 結果として墜落災害が防止できていないことは
　　、的確な点 検を担保する第三者点検が如何に重要か
　　を物語っている。

②求められるべきは「墜落防止のための十分な効果を
有する措置」である。
・ 墜落災害を防止するためには、「安衛則に基づく措置」を
  徹底しさえすればそれで十分とは言えないことが分かっ
　た。
  求められるべきは「墜落防止のための十分な効果を有する
  措置」である。それは、国土交通省が義務化し、あるいは重
  点対策化している「墜落災害ゼロを目指す3つの絶対的対
  策」に他ならない。
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提　　　　　　　　　　言  現行法制と労働災害の現状等
 第12次労働災害防止計画

（平成25年2月25日）
参　　考　　事　　項

①安全経費の確保
（建設業労働災害防止協会の「建設工事における注文者対策に関する調査研
究：厚生労働省委託事業」報告書（平成20年12月）より）
【調査研究の目的：P1】
　厚生労働省は、建設業における労働災害を更に減少させるためには建設工事
発注者による安全衛生対策経費（安全経費）の確保を・・・促進する必要があると
考えている。
【今後の課題：P14～】
公共工事
　価格競争の激化により、低価格入札が見受けられ、また、労働災害防止に関
する費用を「安全経費」として別立てで計上している発注機関は今回のアンケー
ト調査を実施した地方公共団体の中にはなかったこと等から、全体の工事額が
減少するのに伴い「安全経費」の縮小が懸念される。特に必要な安全措置につ
いては、これが仕様書に明記され、要する経費が確保される必要があると思われ
る。
民間工事
　建設不況等によりますます安値受注や価格競争が激化していることと恩われ、
請負額の減少に伴い「安全経費」の縮小が懸念される。特に、今回ヒアリング調
査を実施した以外の中小零細建設企業においてはさらに厳しい状況が予想さ
れ、建設事業者がしっかりした安全に対する認識を持たないと、近い将来今まで
維持してきた労働災害減少傾向に歯止めがかかる怖れがある。
安全経費の内容：P7
　（別紙D「３安全経費について」）

②外国の状況
（平成18年建災防・EU建設業安全衛生調査団の大島団長談。平成19年3月7日
付け建設通信新聞より）
イタリアでは発注者も安全責任があるとされ、安全経費が別枠計上されている。
ダンピング（過度な安値受注）が多発しているわが国では、安全経費まで価格競
争に飲み込まれかねないわけで、別枠計上を検討する段階にある。

提言１
　「墜落災害ゼロを目指す3つの絶対的対策」を
　　制度化し、官民格差をなくす。
　　（問題点①への対応策）
・ 墜落災害を撲滅するためには、安全な作業環境は労働
　者保護を旨とする労働法の立場から最低限の基
　準であり、それは強制力によって遵守されるよ
　うにすべきであり、「墜落防止のための十分な効果を有
　する措置」である「墜落災害ゼロを目指す3つの絶対的
　対策」の制度化は絶対に実現すべきである。
・ これらの3つの対策を安衛則改正によって義務化するなら
　ば、建設現場の作業環境の官民格差は解消される。

「手すり先行工法」の適用となる足場の考え方
「手すり先行工法」は、あくまでも、わく組み足場、くさび堅結式足場
等の自立型組立足場についてのみ適用するものであり、ランダムに
使用する単管足場、屋根や法の斜面、はしご・脚立・作業台・うま足
場等、つり足場・張出し足場、及び高所作業車・ゴンドラ等の機械
式足場等は適用外である。

建築基準法について
　建築基準法第90条では、「工事用の工作物の倒壊等による危害
を防止するために必要な措置」は政令で定めることとされているが
建築基準法施行令において、施工上の重要な工作物であり、多発
する墜落災害の起因物である足場や支保工の倒壊に関する事項
が定められていない。
ついては、第1条に照らし、最も重要な工事用の工作物である足場
や支保工の倒壊等についてもその防止措置を政令で規定すべき
である。

（第1条：目的）
　この法律は、建築物の敷地、構造、設備及び用途に関する最低
　の基準を定めて、国民の生命、健康及び財産の保護を図り、もっ
　て公共の福祉の増進に資することを目的とする。
（第90条：工事現場の危害の防止）
　建築物の建築、修繕、模様替又は除去のための工事の施工者は
　、当該工事の施工に伴う地盤の崩落、建築物又は工事用の工作
　物の倒壊等による危害を防止するために必要な措置を講じなけ
　ればならない。
　２　前項の措置の技術的基準は、政令で定める。

〈4の（1）のアの（イ）の①建設業対策：P12〉
・足場からの墜落・転落災害防止対策の推進
・屋根等からの墜落防止のための機材・手法の開発⇒

〈1の（2）計画の目標：P1〉
社会の究極的な目標である「労働災害をゼロにするこ
と」の実現に向け・・・

〈4の（2）の③安全衛生管理に関する外部専門機
関の育成と活用：P21〉
企業で安全衛生を担ってきた人材や労働安全・衛生コ
ンサルタントを含む、安全衛生に関する専門人材を集
約化し、企業の安全衛生管理責任を側面支援する外
部専門機関として育成するとともに、事業者が自らの事
業者としての責任を果たす上で、外部専門機関を利用
しやすい制度・環境の整備を図る

「JISA8971（屋根工事用足場及び施工方法）」及び「JISA8972（斜面・
法面工事用仮設設備）」が既に制定されている。

土木学会における最近の動向
工事の安全性を向上させるためには、施行前に第三者が安全性を審査すること
が必要との観点から、設計・施行段階で安全をチェックする「安全衛生調整者」を
置く新たな枠組みの検討を始めている。。

提言2
官民の発注者の責任において安全経費と労災保険料を別
枠計上するよう義務付け、受注者である元請の責任におい
て安全経費が数次の全ての下請に的確に反映されるよう義
務付けるとともに、災害補償については元請が一括して補償
の責任を負い、下請として働く労働者はもとより、一人親方で
あっても労働者として扱い、同等の補償が受けられるよう義
務付け、制度化すべき
（問題点②及び③への対応策）
・ 重層下請構造の下にある建設業において墜落災害を撲
　滅するためには、必要な安全経費が下請の段階で確保さ
　れていなければならない。また、万一、災害が発生した場
　合、下請として働く労働者はもとより、一人親方でも災害補
　償を受けられるようにすべきである。
・ 上記のように安全経費と災害補償が明朗になることによっ
　て、間違いなく下請へのしわ寄せはなくなり、元請が全て
　の労災処理をすることになるので、下請で働く労働者はもと
　より、　一人親方でも全面的に災害補償を受けられることに
　なる。
・ また、発注者において別枠計上することは、必要な経費が
　競争入札によって削減されるようなことがなくなるばかりで
　なく、受注に　当たって競争条件が平等となり、「公正な
　競争」が担保されるという労働法上の大変重要な効果を生
　むことになる。
　上記のように、発注者と受注者が安全と災害補償について
　全面的に責任を負うよう義務化されたならば、国民全体に
　安全意識が強くなり、下請で働く労働者や一人親方は安
　全　な作業環境で働けるばかりでなく、万一の災害補償に
　ついて心配することがなくなり、結果として我が国に「建設
　労働安全社会」が構築されることになる。正に、お互い、ウ
　イン、ウインの関係になる。また、このことは建設職人の「地
　位」と「名誉」と「所得」の向上の一翼をも担うことになる。

（安衛法第3条第3項：事業者等の責務）
建設工事の注文者等仕事を他人に請け負わせる者は、施工方法、
工期等について、安全で衛生的な作業の遂行をそこなうおそれの
ある条件を附さないように配慮しなければならない。
（注文者等が配慮すべき事項として「工事の積算において安全衛
生を確保するために十分な経費を見込むこと」が含まれる。・・・逐
条解説より）

（建設業法第19条の3：不当に低い請負代金の禁止）
注文者は、自己の取引上の地位を不当に利用して、その注文した
建設工事を施工するために通常必要と認められる原価に満たない
金額を請負代金の額とする請負契約を締結してはならない。（低価
格受注が放置されれば、請負人をして工事の施工方法、工程等に
ついて技術的に無理な手段、期間等の採用を強いることとなり、手
抜き工事、不良工事等の原因となり、ひいては公衆災害、労働災
害を惹起する結果となることもあることから、請負人がこのような低
価格受注を強いられることを排除し請負人を保護するとともに、公
共的性格を有する建設工事の適正な施工を確保しようというのが本
条の趣旨である。なお、「通常必要と認められる原価」とは、具体的
には標準的な歩掛り、単価、材料費及び直接経費を基礎とした直
接工事費、共通仮設費及び現場管理費よりなる間接工事費並び
に一般管理費を合計して求める方法等により算定される。・・・逐条
解説より）

一人親方問題の解決
発注者の責任において別枠計上された労災保険料を基にして、元
請が一括して労災補償の責任を負い、下請として働く労働者はもと
より、一人親方であっても労働者として扱い、同等の補償が受けら
れるよう制度化されれば、特別加入ができずに苦しんでいる54万人
（別紙Ａ）もの一人親方が救済されることとなり、一人親方をめぐる
労災補償問題は解決される。

〈1の（1）計画が目指す社会：P1〉
誰もが安心して健康に働くことができる社会を実現する
ためには、国や労働災害防止団体などだけでなく、労
働者を雇用する事業者、作業を行う労働者、仕事を発
注する発注者、仕事によって生み出される製品やサー
ビスを利用する消費者など、全ての関係者が、働くこと
で生命が脅かされたり、健康が損なわれたりするような
ことは、本来あってはならないという意識を共有し、安
全や健康のためのコストは必要不可欠であることを正し
く理解し、それぞれが責任ある行動をとるような社会に
していかなければならない

〈4の（1）のアの（イ）の①のｂの（a）建設工
事発注者に対する要請：P12〉
建設業の発注者に対し、仕様書に安全衛生に関する
事項を盛り込むなど、施工時の安全衛生を確保するた
めの必要な経費を積算するよう、また、関係請負人へ
その経費が確実に渡るよう、国土交通省と連携して対
応する。また、官公庁発注の公共工事において同様の
取組が取られるよう広く要請する。

〈4の（5）の①発注者等による安全衛生への取組
強化：P24〉
建設工事発注者に対する要請として上記を再掲
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提　　　　　　　　　　言  現行法制と労働災害の現状等
 第12次労働災害防止計画

（平成25年2月25日）
参　　考　　事　　項

提言3
　上記「提言1」及び「提言2」の実現とともに、当該措置を実
効あらしめるため、①民間人を活用した監視員制度の導入
等によって監督体制の強化を図るとともに、②罰則及び指名
停止、営業停止、許可取消等の行政処分の厳格な適用が
不可欠である。

〈4の（2）の③：P21〉
企業で安全衛生を担ってきた人材や労働安全・衛生コ
ンサルタントを含む、安全衛生に関する専門人材を集
約化し、企業の安全衛生管理責任を側面支援する外
部専門機関として育成するとともに、事業者が自らの事
業者としての責任を果たす上で、外部専門機関を利用
しやすい制度・環境の整備を図る。

駐車監視員制度
平成18年6月の道路交通法改正により放置車両確認事務が民間法人に委託で
きるようになった。
駐車監視員は一定の資格が必要であり、「みなし公務員」として扱われるが、そ
の業務は、放置車両の確認及び確認標章の取付けを行い、警察署長に状況を
報告するにとどまる。

土木学会における最近の動向
工事の安全性を向上させるためには、施行前に第三者が安全性を審査すること
が必要との観点から、設計・施行段階で安全をチェックする「安全衛生調整者」を
置く新たな枠組みの検討を始めている。

JISA8971（屋根工事用足場及び施工方法）
　①国土交通省「建設工事安全施工技術指針
　（最終改正平成22年5月31　日国営整第48号」第7（足場）の３
　　屋根面等からの墜落事故防止対策として、JISA8971（屋根工事用足場及び
　　施工方法）による足場及び装備機材の設置を検討すること。
　②　公共住宅建設工事共通仕様書（平成22年度版）1.3.1足場、その他３
　　屋根面等からの墜落事故防止対策として、必要に応じ、JISA8971（屋根
　　　工事用足場及び施工方法）による足場及び装備機材を設置しなければ
　　　ならない。

JISA8972（斜面・法面工事用仮設設備）
　　国土交通省「土木工事共通仕様書（平成25年度版）」
　　第1編第1章総則1-1-1-26
　　1　安全指針の遵守
　　　 受注者は、・・・JISA8972（斜面・法面工事用仮設設備）を参考にして、
　　　　　　常に工事の安全に留意し現場管理を行い、災害の防止を図らなけれ
　　　　　　ばならない。

関連条文：安衛則第518条（作業床の設置等）

（資料6「平成24年における墜落・転落死亡災害発生状況（起因物
別）」）

「技術的に困難」な場合の考え方
　橋梁等の裏面の点検、ビルのガラス清掃、屋根の軽微な補修等、
ロープワークによる「点・線的な軽作業」に限定すべきであり、この
場合、防護柵や安全ネット等の防止策を講ずるべきである。「面的
な作業」を行う場合には必ず足場を設置すべきである。
　なお、2m未満の高さからの墜落・転落による死傷災害は全体の
40％を超えている。このため、はしご、脚立、作業台等については、
２ｍ未満のものを含め、安衛則に定める使用基準を遵守させるべき
である。

墜落の高さ別労働災害発生状況
　「墜落の高さ別」に労働災害の発生状況をみると、死傷災害に
　おいては、5m未満の高さからの墜落による災害が7割以上を占め
　るなど、安衛則で定める2m、5m、10mの区別との関連における合
　理性は認められない。
　（別紙E「建設業における墜落の高さ別労働災害発生状況
　（割合）」）
【2ｍ】
  安衛則第518条（作業床の設置等）
【5ｍ】
  安衛法施行令第6条第15号（作業主任者を選任すべき作業）
【10ｍ、60日】
　安衛法第88条第2項
　安衛則第88条及び89条（計画の届出をすべき機械等）

一側足場からの死傷災害発生状況
　建設安全対策室より提供された追加資料によれば、一側足場か
らの墜落・転落による死傷災害は、平成23年度は25人であり、全体
の21.2％を占めている。
これは、二側足場の設置が可能であるにもかかわらず、　安易に、
安衛則の適用が除外されている一側足場を使用したことにより発生
したものであり、これらの災害を防止するためには、躯体からのス
ペースが１ｍ未満に限って一側足場の使用を認めるなどの使用規
定を制度化する以外に道はない。

〈4の（5）発注者、製造者、施設等の管理者によ
る取組強化：P23〉
労働安全衛生法の体系化では、機械等の技術基準と
しての構造企画が定められているが、技術の進歩に応
じた見直しが不断に行われるよう、日本工業規格（JIS
規格）等をできるだけ引用し、より迅速な対応を図る必
要がある

四　検討会における検討事項以外の墜落災害撲滅に関
する重要課題
① 墜落死亡災害の起因物別分類としての「屋根、はり等」、
　「建築物・構築物等」、「開口部等」などは、「足場を設置し
　ておくべきところに足場がなかったために墜落した死亡災
　害」として扱い、その対策としてJISの使用を安衛則に規定
　すべき。安衛則第518条第2項の例外は「技術的に困難」
　な場合に限定すべき。
・ 平成24年の墜落死亡災害は157人であり、厚生労働省の
　統計ではこれを起因物別に分類して、資料6で示すように、
　「足場」15％、「屋根・はり等」26％、「建築物・構築物等」
　16％、「開口部等」11％、「はしご等」9％、「路肩等の地山」
　6％等としているが、このうち、「足場を設置しておくべきとこ
　ろに足場がなかったために墜落した死亡災害」は68％に
　上る。
・ 本来、2m以上の高所作業に当たっては、安衛則第518条
　第1項によって「足場」を設けることを原則としながら、第2項
　で事業者が「困難」と判断したときに限って例外的に安全
　帯の使用を認めているに過ぎない。ところが、この例外規
　定を根拠に、安易に安全帯に頼っているのが実態である。
　これは本末転倒といってよく、統計上上記のような扱いをす
　ることは事業者の安易な対応を助長することになる。
・ そこで、安衛則第518条第2項の例外は、単に事業者の判
　断に委ねるのではなく「技術的に困難」な場合に限定する
　よう、安衛則を改正すべきである。
・ また、屋根や斜面・法面の対策として、折角制定されたJI
　SA8971（屋根工事用足場及び施工方法）及びJISA8972
　（斜面・法面工事用仮設設備）を積極的に適用するよう安
　衛則に規定すべきである。
② 安衛則の足場に係る高さ規制は2m以上、5m以上、10m
　以上とバラバラである。高さを統一すべき。
・ 安衛則の足場に係る高さ規制として、作業床の設置に係
　る安衛則第518条は2m以上の足場を、足場の組立等の作
　業に係る安衛則第564条は5m以上の足場を、また、労働
　安全衛生法第88条第2項の計画の届出に係る安衛則第
　88条は10m以上の足場であって組立から解体までの期間
　が60日以上の足場を、それぞれ対象としている。
・ この区別について、合理的な理由があるのであろうか。現
　実には5m未満の高所からは半数以上の墜落災害が発生
　しているが、それにも拘らず「足場の組立て等作業主任者
　」を選任する必要がないとしている高さ規制は撤廃すべき
　である。また、10m以上の足場であっても組立から解体まで
　の期間が60日未満の足場は届出の対象外であるが、そう
　した足場からも多くの災害が発生しており、現状に即さな
　いので、高さを統一し、届出の対象にすべきである。
③ 作業床設置の規制に係る安衛則第563条は一側足場を
　一律に除外している。しかし、このことが逆に一側足場の安
　易な使用を招き、結果的に墜落災害が発生しやすい作業
　環境を生んでいる。一側足場の使用規定を制度化すべ
　き。
　

JISA8960（建設工事用垂直ネット）
JISA8961（先行形手すり）
JISA8962（つま先板）
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資料１ 

 平成 23 年(1 月～12 月)建設業の事業場規模別労働災害発生状況  

                                                    

                                                                全国計 

規模 

 

業種 

 
～  

9 人 

10 人 

～  

29 人 

30 人 

～  

49 人 

50 人 

～  

99 人 

100 人 

～  

299 人 

300 人 

～  

 

 

計 

建設業小計 
１０，５０４ 

（２９０） 

４，５６０ 

（１４８） 

１，１４４ 

（４４） 

５１１ 

（１８） 

２１８ 

（１０） 

４６ 

（０） 

１６，９８３ 

（５１０） 

 （ ）内は死亡者数で内数 

事業場規模：当該死傷者を直接雇用している事業場（企業）の規模  

30 人未満（10,504 + 4,560） ÷ 16,983 = 88.7% ≑ 90%              

出典：厚生労働省「平成 23 年労働者死傷病報告」より 

 

 

 

 

 

 

資料２ 

建設業における足場からの墜落・転落災害の発生状況 

 

（単位：人） 

平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 

７０８ 

（２７） 

６４７ 

（３５） 

７８３ 

（２８） 

（ ）内は死亡者数で内数 

出典：厚生労働省「足場からの墜落防止措置の効果検証・評価検討会報告書」より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                               資料３ 

「安衛則適用の場合」と「手すり先行工法適用の場合」における 

災害発生率の比較 

 

 

 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 

安衛則適用 

①適用の割合 ６９．０％ ６９．０％ ６６．０％ 

②災害の割合 （397 人） 

９８．３％ 

（370 人） 

９７・９％ 

（418 人） 

９９．１％ 

A： （②÷①） １．４２５ １．４１９ １．５０２ 

手 す り 

先行工法 

適    用 

①適用の割合 ３１．０％ ３１．０％ ３４．０％ 

②災害の割合 （7 人） 

１．７％ 

（8 人） 

２．１％ 

（4 人） 

０．９％ 

B： （②÷①）  ０．０５５ ０．０６８ ０．０２６ 

(A÷Bにより算定） 

手すり先行工法を適用した場合の

災害の減少割合： C 

 

26 分の１ 

 

21 分の１ 

 

58 分の１ 

すべての現場で手すり先行工法を

適用した場合の災害者数（D）とそ

の割合 

 

404 人→22 人 

 （18 分の 1） 

 

378 人→26 人 

 （15 分の 1） 

 

422 人→11 人 

 （38 分の 1） 

D の算式は次のとおり。 

D ＝ （当該年度の全災害者数 － 当該年度の手すり先行工法適用現場の災害者数） 

   × C ＋（当該年度の手すり先行工法適用現場の災害者数） 

※ 厚生労働省「足場からの墜落防止措置の効果検証・評価検討会報告書」のデータより作

成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料４ 

組立・解体時における足場の最上層からの墜落・転落災害発生状況 

 

（単位：人） 

 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 

死傷者数 ９０ １００ １１８ 

墜落防止措置をまったく

実施していなかったもの 

７３ 

（81.1％） 

７５ 

（75.0％） 

９２ 

（78.0％） 

出典：厚生労働省「足場からの墜落防止措置の効果検証・評価検討会報告書」より 

 

 

                                  資料５ 

「組立・変更後点検」と「第三者点検」の実施状況 

 

 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 

組立・変更後点検 実施率 ９０％ ８２％ ８６％ 

第三者点検 実施率 １．６％ １．１％ ０．６％ 

出典：厚生労働省「足場からの墜落防止措置の効果検証・評価検討会報告書」より 

 

                                          資料６ 

平成 24 年の建設業における墜落・転落死亡災害発生状況（起因物別） 

 

出典：平成２４年 厚生労働省調査より 


